
１ 宮崎県総合計画の改定の概要 

 

(１) 改定の趣旨（※第１回審議会資料より） 

 

  本県においては、平成 23（2011）年に「未来を築く新しい『ゆたかさ』への挑戦」を

基本目標とする「未来みやざき創造プラン」を策定しています。 

  このプランは、20 年後の将来像を描いた「長期ビジョン」と４年間の施策展開を示し

た「アクションプラン」で構成されており、数値目標や工程表に基づいた進捗管理を通

じて着実な推進に取り組んできたところです。 

  この結果、官民一体となった取組により、フードビジネスをはじめとする成長産業の

育成加速化や、中核企業・産業人材の育成基盤の整備、世界ブランドやスポーツ資源を

活用した地域づくりの着実な進展、交通インフラの一層の整備・充実など、今後の飛躍

につながる成果が現れてきていますが、一方では、推計を上回る急速な人口減少・少子

高齢化が進行しており、今後、人財の確保や地域経済の維持、暮らしに必要なサービス

の維持を如何に図っていくのか等、本県の将来の発展を図る上で、大きな分水嶺に差し

かかっています。 

  このような状況を踏まえ、本県の将来像と県づくりの基本姿勢、それらを具現化する

ために重点的・集中的に取り組むべき施策等について、まずは「長期ビジョン」の所要

の見直しを行った上で、本年度で計画期間が終了する「アクションプラン」を新たに策

定します。 

 

(２) 改定のイメージ 

 

【長期ビジョン】 

    2030 年の本県の姿を展望し、長期的な重要課題に対応していくための「長期戦略」

や「分野別施策」の基本的な方向性を示したものです。 

    今回は、主に、将来推計の時点修正や現行の計画策定後の社会経済情勢の変化 等

を踏まえた所要の見直しを行います。 

 

 【アクションプラン】 

    短期的（2019～2022 年度の４年間）に取り組むべき重点施策の推進プランとして

新たに策定します。 

 

アクションプラン
（第１期）

同左
（第２期）

同左
（第３期）

長期ビジョン（20年）
2011年 2030年

2011年 2030年2015年 2019年 2023年

一部修正 一部修正
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(３) 改定方法 

 

  ①審議会への諮問等 

    計画の調査・審議を行うため、宮崎県総合計画審議会に諮問します。 

    また、計画改定素案・改定案作成について、分野別に専門的な検討を行うため、

専門部会を設置します。 

 

  ②県民との意見交換 

    改定の方向性等を検討するに当たり、県内を８地区に分け、それぞれの地域で県

民の方々との意見交換を行います。 

 

  ③市町村との意見交換 

    改定の方向性等を検討するに当たり、市町村とも十分な意見交換を行います。 

 

  ④計画策定のための庁内体制 

    各部局や若手職員等との意見交換を行うなど、全庁横断的に検討を行います。 

 

 

(４) 改定スケジュール（予定） 

 

  ２０１８年 ６月７日   若手職員ワークショップ 

 ７月３日   第１回総合計画審議会への諮問 

        ７月中旬   地域別県民会議 

        ７月 30 日  第２回総合計画審議会 

        ８月 日   第１回専門部会 

         １０月   第２回専門部会 

               地域別県民会議 

         １２月   長期ビジョンに対するパブリックコメント 

  ２０１９年 １～２月   長期ビジョンの全体整理、答申 

               （第３回総合計画審議会・専門部会） 

          ２月   長期ビジョン議会提案 

          ３月   第４回専門部会 

          ４月   アクションプランに対するパブリックコメント 

          ５月   アクションプランの全体整理、答申 

               （第４回総合計画審議会・第５回専門部会） 

          ６月   アクションプラン議会提案 

２ 



 

３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 



部会の設置について 

（※第２回総合計画審議会資料より） 

１ 部会の設置について 

・ 宮崎県総合計画審議会に「人づくり部会」「くらしづくり部会」「産業づくり部会」

の３部会を置くこととします。 

・ 人・くらし・産業の各分野に関し、宮崎県総合計画の改定に係る調査審議を、各部

会に付託することとします。 

・ 審議会と各部会、各部会間の連絡調整は、「会長・専門部会長会議」を開催するこ

とにより図ることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】宮崎県総合計画審議会条例施行規則（抜粋） 

 （部会） 

第２条 審議会に、必要に応じて部会を置くことができる。 

２ 部会は、審議会が付託した事項を調査審議する。 

３ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

４ 部会に部会長を置き、部会に属する委員又は専門委員（専門とする事項が部会の

所掌事務と同一の者に限る。）（以下「委員等」という。）のうちから会長がこれを定

める。 

５ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会の経過及び結果を審議会に報告する。 

６ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、部会長があらかじめ指名

する委員等が、その職務を代理する。 

７ 部会の運営等に関し必要な事項は、部会長が別に定める。 

宮崎県総合計画審議会 

人づくり 

部会 

くらしづくり 

部会 

産業づくり 

部会 

会長・専門部会長会議 
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（五十音順　敬称略）

区　分 氏　　名 役　　　　職　　　　名 備　考

加納　ひろみ KIGURUMI.BIZ株式会社代表取締役

佐多　裕之 公益財団法人宮崎県体育協会専務理事

戸敷　正 宮崎県市長会会長

中川　美香 株式会社宮崎日日新聞社生活文化部長兼論説委員

新原　とも子 門川町教育長 副部会長

美根　香奈子 宮崎県ＰＴＡ連合会

足立　佳代 宮崎県男女共同参画審議会委員

石田　達也 ＮＰＯ法人宮崎文化本舗代表理事

川越　良一
宮崎県立学校長協会会長
宮崎県立北高等学校校長

興梠　良平 宮崎県ＳＡＰ会議連合理事長

島原　俊英 株式会社日向中島鉄工所代表取締役社長

杉田　英治 ＮＰＯ法人五ヶ瀬自然学校理事長

添田　佳伸 宮崎大学教育学部学部長 部会長

土屋　有 宮崎大学地域資源創成学部講師

水永　正憲
宮崎県キャリア教育支援センター
トータルコーディネーター

宮崎県総合計画審議会　専門部会（「人づくり」部会）名簿

委　員

専門委員



（五十音順　敬称略）

区　分 氏　　名 役　　　　職　　　　名 備　考

河野　雅行 公益社団法人宮崎県医師会会長

楠元　洋子 社会福祉法人キャンバスの会理事長

黒木　定藏 宮崎県町村会会長

出口　近士 国立大学法人宮崎大学地域資源創成学部教授 部会長

長友　宮子 株式会社ナチュラルビー代表取締役

難波　裕扶子 南日本ハム株式会社管理本部食育広報推進課長

厚山　善光 公益財団法人宮崎県防犯協会連合会専務理事

牛谷　義秀 一般社団法人宮崎県介護支援専門員協会会長

大迫　恒作
ＮＰＯ法人国際ビフレンダーズ
宮崎自殺防止センター副所長

奥口　一人 宮崎県サイクリング協会理事長

長田　一郎 宮崎県民生委員児童委員協議会会長

中武　郁子 公益社団法人宮崎県看護協会会長

村上　啓介 宮崎大学工学部教授 副部会長

矢方　幸 生目台地区社会福祉協議会会長

山﨑　福男 宮崎県老人クラブ連合会会長

委　　員

宮崎県総合計画審議会　専門部会（「くらしづくり」部会）名簿

専門委員



（五十音順　敬称略）

区　分 氏　　名 役　　　　職　　　　名 備　考

菊池　克賴 宮交ホールディングス株式会社代表取締役社長

平　奈緒美 西諸地区森林組合代表理事組合長

中川　育江 日本労働組合総連合会宮崎県連合会会長

西片　奈保子
国立大学法人宮崎大学産学・地域連携センター
コーディネーター

副部会長

平野　亘也 一般社団法人宮崎県銀行協会会長

福良　公一 宮崎県農業協同組合中央会会長

米良　充典
一般社団法人宮崎県商工会議所連合会会頭
公益財団法人みやざき観光コンベンション協会会長

岡田　憲明 スパークジャパン株式会社代表取締役社長

香川　憲一 宮崎県農業法人経営者協会会長

黒木　裕孝 一般社団法人宮崎県工業会専務理事

妹尾　秀彦 宮崎県漁業協同組合連合会専務理事

高峰　由美 株式会社ブルーバニーカンパニー代表取締役

根岸　裕孝 宮崎大学地域資源創成学部教授 部会長

牧田　信良 一般社団法人宮崎県トラック協会会長

村岡　浩司 MUKASA-HUB代表

山﨑　司 一般社団法人宮崎県建設業協会会長

宮崎県総合計画審議会　専門部会（「産業づくり」部会）名簿

委　　員

専門委員



２ 現状と課題 ※第２回総合計画審議会資料を含む 

（１）  人口減少問題（共通） 

 

①全国の状況 

国立社会保障・人口問題研究所によると、我が国の人口は平成20年の1億2,808万人を

ピークに減少局面に入っており、今後、出生や死亡等について現状の傾向で推移した場

合には、2053年に１億人を割り込み、2065年には8,808万人程度にまで減少すると予想

されています。 

国は、東京圏の転出入を均衡させ、東京一極集中の流れを止めるとして、地方創生を

打ち出して取組を進めてきましたが、若年層の流入に歯止めがかからず、転入超過は年々

拡大しており、十分な効果は出ていません。 

このような状況は、地方の自然動態（出生数）にも負の影響を及ぼしています。 

また、高齢化も相まって、労働力人口は減少しており、このままでは供給面や需要（消

費）面での縮小が進み、人口減少が地域経済の成長制約となることが懸念されます。 

さらには、医療・介護費を中心に社会保障関係費が増大し、財政負担が高まることな

ども懸念されます。 

 

（まち・ひと・しごと創生本部事務局「東京一極集中の現状」資料より抜粋） 
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（出典：総務省人口推計、H22 及び H27 については国勢調査） 

②本県の状況 

本県の人口（各年10月1日現在）も、平成８年の117万7,407人をピークに全国に比べ

て早く人口が減少し始め、平成27年国勢調査によると110万4,069人となっており、高齢

化率は29.5％と全国より10年ほど早く高齢化が進行している状況にあります。 

自然動態面では、平成29年の合計特殊出生率は1.73（速報値）と全国２位の高水準に

あるものの、出産可能年齢（15～49歳の女性）の人口減少や、未婚化・晩婚化等により

出生数は減少傾向にあり、平成15年以降、死亡数が出生数を上回る自然減に転換してい

ます。また、社会動態面でも、就学や就業時に当たる15～24歳の若年層が県外へ流出す

ることによって、転出超過による社会減が続いています。自然動態が自然減に転換して

以降、自然減と社会減が同時進行しており、本県の人口減少は加速しています。 

 

・本県の人口の推移と将来推計（単位：千人）      →推計 

 
（出典:2010 年までは総務省国勢調査（年齢不詳除く）、 
 2020 年以降は国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口（平成 29 年 1月推計）） 
 

・人口増減率の推移 

75 歳以上 

 

65 歳以上 

 

 

15～64 歳 

 
 
 
14 歳以下 
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（出典：厚生労働省人口動態調査） 

（出典：総務省人口推計、H22 及び H27 については国勢調査） 

（出典：総務省住民基本台帳調査） 

・出生数と合計特殊出生率の推移（自然動態） 

・15～49 歳の女性人口の推移 

・年齢５歳階級別県外転入転出者数（社会動態） 
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③人口減少への対応 

本県の人口減少に対応するためには、結婚や出産、子育て環境の充実等の自然減対策

と、良質な雇用の場の創出、若者の定着促進等の社会減対策を同時に進めていく必要が

あります。 

併せて、地域ならではの自然や文化を生かした体験型観光等による交流人口の増加、

地元産業・企業の育成による地域内経済の循環促進、あらゆる人の活力が発揮される地

域社会の実現、ＡＩやＩｏＴなどの技術革新による生産性向上などにより、人口減少社

会の中にあっても本県の活力を維持していくための対策が不可欠です。 

また、地域で安心して暮らせるためのコミュニティーの充実や「地域の絆」の強化、

住民の地域への愛着や郷土愛の醸成を図りながら、経済的な豊かさだけではなく、心の

豊かさが両立した新しい価値観として、現行総合計画の目標でもある『未来を築く新し

い「ゆたかさ」』を創造していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人
づくり

産業
づくり

くらし
づくり

○自然減対策 

○社会減対策 

※人・くらし・産業面 

からの総合的な取組 

○人口減少の中での活力維持 

・交流人口増対策 

・あらゆる県民の活躍 等 

○新しい価値観に根ざした 

新しい「ゆたかさ」の創造 
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○宮崎県の 2030 年の人口推計（試算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【条件】2015 年人口：総務省「平成 27(2015)年 国勢調査」結果をベースとして、 

 

試算①：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30(2018)年推計）」⇒現状の出生率と移動率が続いた場合 

 

試算②：①をベースとして、2030 年代までに県全体の合計特殊出生率 2.07 を達成するとともに、 

39 歳以下の年齢層で社会減抑制を図り、全体の社会減が解消した場合 

 

（試算③：①をベースとして、2030 年に県全体の合計特殊出生率 2.07 を達成、若年層の社会減を 30％程度抑制した場合 ⇒前回推計条件） 
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○参考１：2030年・2045年人口推計における性別人口（H27国勢調査ベース）
【単位：万人】

２０１５年国勢調査 2030年推計 2045年推計
男 女 男 女 男 女

総数 110.4 51.9 58.5 97.7 46.1 51.6 82.5 39.1 43.4

（年齢内訳） 110.4 51.8 58.4 97.6 46.1 51.6 82.5 39.1 43.4

～14歳 15.0 7.6 7.3 12.2 6.2 6.0 9.8 5.0 4.8

15～64歳 62.8 30.6 32.2 50.0 24.8 25.2 39.7 20.1 19.7

65～74歳 15.5 7.3 8.2 13.3 6.2 7.1 12.7 6.1 6.5

75歳～ 17.1 6.3 10.7 22.1 8.9 13.3 20.3 7.9 12.4

２０１５年国勢調査 2030年推計 2045年推計
男 女 男 女 男 女

総数 110.4 51.9 58.5 99.5 47.1 52.4 88.1 42.0 46.1

（年齢内訳） 110.4 51.8 58.4 99.5 47.1 52.5 88.1 42.0 46.1

～14歳 15.0 7.6 7.3 13.3 6.8 6.5 12.5 6.4 6.1

15～64歳 62.8 30.6 32.2 50.8 25.2 25.6 42.7 21.6 21.0

65～74歳 15.5 7.3 8.2 13.3 6.2 7.1 12.6 6.1 6.6

75歳～ 17.1 6.3 10.7 22.1 8.9 13.3 20.3 7.9 12.4

２０１５年国勢調査 2030年推計 2045年推計
男 女 男 女 男 女

総数 110.4 51.9 58.5 100.4 47.5 52.9 89.4 42.6 46.8

（年齢内訳） 110.4 51.8 58.4 100.4 47.5 52.9 89.4 42.6 46.8

～14歳 15.0 7.6 7.3 14.0 7.1 6.8 12.9 6.6 6.3

15～64歳 62.8 30.6 32.2 51.0 25.3 25.7 43.5 22.0 21.5

65～74歳 15.5 7.3 8.2 13.3 6.2 7.1 12.7 6.1 6.6

75歳～ 17.1 6.3 10.7 22.1 8.9 13.3 20.3 7.9 12.4

※　積み上げや端数処理等のため、内訳と総数が必ずしも一致しない

○参考２：上記のうち、20～44歳（※）の女性人口
【単位：万人】

試算①

総数

14.5 10.2 8.6

試算②
試算①と
の差

試算①と
の差

総数 ＋0.3 ＋1.0

14.5 10.5 9.5

試算③
試算①と
の差

試算①と
の差

総数 ＋0.4 ＋1.3

14.5 10.7 9.9
※人口推計上、出産可能とされる年齢層（15～49歳）のうち主力となる年齢層

試算①

試算②

試算③

２０１５年国勢調査

14.5

２０１５年国勢調査 ２０３０年推計

２０４５年推計

10.6 9.8

２０４５年推計

10.5 9.5

２０１５年国勢調査 ２０３０年推計

14.5

14.5

２０４５年推計

8.5

２０３０年推計

10.2

６



○参考３：１歳区分ごとの男女別の転出状況（総務省「住民基本台帳移動報告」から）

転入超過 2010 2017 ※変動率 2010 2017 ※変動率

15歳 14 12 ▲ 19 ▲ 13

16歳 ▲ 12 ▲ 3 ▲ 17 ▲ 9

17歳 ▲ 14 1 ▲ 3 ▲ 5

18歳 ▲ 1,046 ▲ 1,020 -2.49% ▲ 621 ▲ 677 9.02%

19歳 ▲ 161 ▲ 110 ▲ 78 ▲ 69

20歳 ▲ 260 ▲ 186 -28.46% ▲ 320 ▲ 429 34.06%

21歳 ▲ 105 ▲ 124 ▲ 125 ▲ 200

22歳 ▲ 163 ▲ 220 34.97% ▲ 249 ▲ 320 28.51%

23歳 15 ▲ 106 ▲ 12 ▲ 74

24歳 ▲ 102 ▲ 98 ▲ 26 ▲ 107

25歳 19 ▲ 91 ▲ 38 ▲ 78

26歳 59 15 ▲ 22 ▲ 7

27歳 12 ▲ 20 72 ▲ 16

28歳 ▲ 9 ▲ 4 25 3

29歳 19 1 43 31

15～29計 ▲ 1,734 ▲ 1,953 12.63% ▲ 1,390 ▲ 1,970 41.73%

転入+4,579 転入+4,177 -8.7% 転入+3,594 転入+2,956 -17.8%

転出Δ6,313 転出Δ6,130 -2.9% 転出Δ4,984 転出Δ4,926 -1.9%

男 女

７



【単位：万人】

※　積み上げや端数処理等のため、内訳と総数が必ずしも一致しない

宮崎・東諸県 南那珂

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 42.8 41.0 37.1 人　　口 万人 7.3 5.6 4.1

（対2015年人口） 95.8% 86.7% （対2015年人口） 76.7% 56.2%

～14歳 万人 6.0 5.2 4.4 ～14歳 万人 0.9 0.6 0.4

15～64歳 万人 25.7 22.2 18.4 15～64歳 万人 3.8 2.5 1.7

65～74歳 万人 5.7 5.2 5.7 65～74歳 万人 1.1 0.9 0.7

７5歳～ 万人 5.4 8.4 8.6 ７5歳～ 万人 1.5 1.6 1.3

42.8 41.0 37.1 7.3 5.6 4.1

北諸県 西諸県

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 19.0 17.1 14.9 人　　口 万人 7.5 6.0 4.6

（対2015年人口） 90.0% 78.4% （対2015年人口） 80.0% 61.3%

～14歳 万人 2.8 2.4 2.0 ～14歳 万人 0.9 0.7 0.5

15～64歳 万人 10.8 8.9 7.5 15～64歳 万人 4.0 2.7 2.0

65～74歳 万人 2.5 2.3 2.2 65～74歳 万人 1.1 0.9 0.7

７5歳～ 万人 2.9 3.5 3.2 ７5歳～ 万人 1.5 1.7 1.4

19.0 17.1 14.9 7.5 6.0 4.6

西都・児湯 日向・東臼杵

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 10.2 8.4 6.4 人　　口 万人 9.0 7.7 6.2

（対2015年人口） 82.4% 62.7% （対2015年人口） 85.6% 68.9%

～14歳 万人 1.3 1.0 0.7 ～14歳 万人 1.2 0.9 0.7

15～64歳 万人 5.6 4.0 2.8 15～64歳 万人 5.0 3.8 2.9

65～74歳 万人 1.6 1.2 1.1 65～74歳 万人 1.3 1.1 1.0

７5歳～ 万人 1.7 2.2 1.8 ７5歳～ 万人 1.5 1.9 1.6

10.2 8.4 6.4 9.0 7.7 6.2

延岡 西臼杵

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 12.5 10.4 8.2 人　　口 万人 2.1 1.5 1.0

（対2015年人口） 83.2% 65.6% （対2015年人口） 71.4% 47.6%

～14歳 万人 1.6 1.2 0.9 ～14歳 万人 0.3 0.2 0.1

15～64歳 万人 7.0 5.3 3.9 15～64歳 万人 1.0 0.5 0.4

65～74歳 万人 1.8 1.4 1.3 65～74歳 万人 0.3 0.3 0.1

７5歳～ 万人 2.1 2.5 2.1 ７5歳～ 万人 0.5 0.5 0.4

12.5 10.4 8.2 2.1 1.5 1.0

○参考3：県内８地域別人口推計比較 （試算①）
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【単位：万人】

※　積み上げや端数処理等のため、内訳と総数が必ずしも一致しない

宮崎・東諸県 南那珂

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 42.8 41.6 39.0 人　　口 万人 7.3 5.7 4.4

（対2015年人口） 97.2% 91.1% （対2015年人口） 78.1% 60.3%

～14歳 万人 6.0 5.6 5.4 ～14歳 万人 0.9 0.7 0.5

15～64歳 万人 25.7 22.4 19.3 15～64歳 万人 3.8 2.5 1.9

65～74歳 万人 5.7 5.2 5.7 65～74歳 万人 1.1 0.9 0.7

７5歳～ 万人 5.4 8.4 8.6 ７5歳～ 万人 1.5 1.6 1.3

42.8 41.6 39.0 7.3 5.7 4.4

北諸県 西諸県

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 19.0 17.5 16.0 人　　口 万人 7.5 6.2 5.0

（対2015年人口） 92.1% 81.6% （対2015年人口） 82.7% 65.3%

～14歳 万人 2.8 2.6 2.6 ～14歳 万人 0.9 0.8 0.7

15～64歳 万人 10.8 9.1 8.1 15～64歳 万人 4.0 2.8 2.2

65～74歳 万人 2.5 2.3 2.1 65～74歳 万人 1.1 0.9 0.7

７5歳～ 万人 2.9 3.5 3.2 ７5歳～ 万人 1.5 1.7 1.4

19.0 17.5 16.0 7.5 6.2 5.0

西都・児湯 日向・東臼杵

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 10.2 8.6 7.0 人　　口 万人 9.0 7.8 6.7

（対2015年人口） 84.3% 68.6% （対2015年人口） 86.7% 73.3%

～14歳 万人 1.3 1.1 0.9 ～14歳 万人 1.2 1.0 0.9

15～64歳 万人 5.6 4.1 3.2 15～64歳 万人 5.0 3.9 3.2

65～74歳 万人 1.6 1.2 1.1 65～74歳 万人 1.3 1.1 1.0

７5歳～ 万人 1.7 2.2 1.8 ７5歳～ 万人 1.5 1.8 1.6

10.2 8.6 7.0 9.0 7.8 6.7

延岡 西臼杵

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 12.5 10.6 8.8 人　　口 万人 2.1 1.5 1.1

（対2015年人口） 84.8% 70.4% （対2015年人口） 71.4% 52.4%

～14歳 万人 1.6 1.3 1.1 ～14歳 万人 0.3 0.2 0.1

15～64歳 万人 7.0 5.4 4.3 15～64歳 万人 1.0 0.6 0.4

65～74歳 万人 1.8 1.4 1.3 65～74歳 万人 0.3 0.2 0.2

７5歳～ 万人 2.1 2.5 2.1 ７5歳～ 万人 0.5 0.5 0.4

12.5 10.6 8.8 2.1 1.5 1.1

○参考４：県内８地域別人口推計比較 （試算②）
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【単位：万人】

※　積み上げや端数処理等のため、内訳と総数が必ずしも一致しない

宮崎・東諸県 南那珂

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 42.8 41.9 39.5 人　　口 万人 7.3 5.8 4.5

（対2015年人口） 97.9% 92.3% （対2015年人口） 79.5% 61.6%

～14歳 万人 6.0 5.9 5.6 ～14歳 万人 0.9 0.7 0.6

15～64歳 万人 25.7 22.5 19.6 15～64歳 万人 3.8 2.6 2.0

65～74歳 万人 5.7 5.1 5.7 65～74歳 万人 1.1 0.9 0.7

７5歳～ 万人 5.4 8.4 8.6 ７5歳～ 万人 1.5 1.6 1.2

42.8 41.9 39.5 7.3 5.8 4.5

北諸県 西諸県

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 19.0 17.6 16.3 人　　口 万人 7.5 6.2 5.1

（対2015年人口） 92.6% 85.8% （対2015年人口） 82.7% 68.0%

～14歳 万人 2.8 2.7 2.7 ～14歳 万人 0.9 0.8 0.7

15～64歳 万人 10.8 9.1 8.3 15～64歳 万人 4.0 2.8 2.3

65～74歳 万人 2.5 2.3 2.1 65～74歳 万人 1.1 0.9 0.7

７5歳～ 万人 2.9 3.5 3.2 ７5歳～ 万人 1.5 1.7 1.4

19.0 17.6 16.3 7.5 6.2 5.1

西都・児湯 日向・東臼杵

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 10.2 8.6 7.1 人　　口 万人 9.0 7.9 6.8

（対2015年人口） 84.3% 69.6% （対2015年人口） 87.8% 75.6%

～14歳 万人 1.3 1.1 1.0 ～14歳 万人 1.2 1.0 1.0

15～64歳 万人 5.6 4.1 3.2 15～64歳 万人 5.0 3.9 3.3

65～74歳 万人 1.6 1.2 1.1 65～74歳 万人 1.3 1.1 0.9

７5歳～ 万人 1.7 2.2 1.8 ７5歳～ 万人 1.5 1.9 1.6

10.2 8.6 7.1 9.0 7.9 6.8

延岡 西臼杵

2015年 2030年 2045年 2015年 2030年 2045年

人　　口 万人 12.5 10.7 8.9 人　　口 万人 2.1 1.5 1.1

（対2015年人口） 85.6% 71.2% （対2015年人口） 71.4% 52.4%

～14歳 万人 1.6 1.4 1.2 ～14歳 万人 0.3 0.2 0.1

15～64歳 万人 7.0 5.4 4.3 15～64歳 万人 1.0 0.6 0.4

65～74歳 万人 1.8 1.4 1.3 65～74歳 万人 0.3 0.2 0.2

７5歳～ 万人 2.1 2.5 2.1 ７5歳～ 万人 0.5 0.5 0.4

12.5 10.7 8.9 2.1 1.5 1.1

○参考５：県内８地域別人口推計比較 （試算③）
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（２）  人づくり 

 

①  若年層の県外流出の抑制 

本県の合計特殊出生率は全国上位である一方、特に若年層は進学・就職時における流

出が大きいことから、社会動態（転入者と転出者の差）は転出超過であり、人口減少の

大きな一因となっている。このため、県内の就学･就業環境や産業の魅力向上、積極的

な情報発信等を通じて、宮崎で暮らし、働きたいと思ってもらえるような「若者に選ば

れる宮崎」づくりを目指し、県外流出の抑制やＵＩＪターンによる定着促進を強化して

いくことが重要。 

 

②  出産、子育て環境等の充実 

本県の待機児童は少なく、また、全国学力・学習状況調査において「親と将来につい

て話す」や「学校で友達と会うのが楽しい」、「地域社会のボランティア参加」等の項目

が全国上位、社会生活基本調査においても「共働き世代の夫の家事関連時間」が全国１

位となるなど、家庭や地域における良好な子育て環境が形成されている。 

一方で、児童虐待やいじめ、子どもの貧困等の問題も発生しており、出産や子育ての

負担軽減や多様な主体による支援体制の強化、ライフデザイン教育など、希望を持って

結婚・出産・子育てができる環境の更なる充実に向けた取組が必要。 

 

③ 子どもの学力向上、生きる力の育成 

全国学力・学習状況調査によると小中学生の学力は、ここ２～３年、全国平均又はそ

れ以下で推移しており、引き続き学校・家庭学習の改善・充実による基礎力の向上が必

要。加えて今後は、地域のリーダーとして本県の未来を創造していく若者の育成が不可

欠であり、確かな学力とともに地域への愛着を有しながら、グローバルな視点と多様な

価値観、健康・体力を備え、たくましく生きる力を持った子どもたちを育んでいくこと

が重要。 

 

④ ライフステージに応じた切れ目のない人財育成 

  県内事業所の新規学卒者の就職後３年以内の離職率は、全国平均よりも高い。若年層

の県外流出や企業の人手不足が課題となる中、雇用のミスマッチ解消、社会人の研修・

実習やキャリアアップ・キャリアチェンジなど、誰にでも開かれた学びの機会提供等を

図っていく必要。 

このため、就学時におけるキャリア教育の充実、若者と企業のマッチング支援、就業

者の意欲や能力の向上、リカレント教育の推進など、ライフステージに応じた切れ目の

ない人財育成に産学金労官が一体となって取り組んでいく必要。 
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⑤ 産業人財の育成・確保 

大多数を中小企業が占め、新規学卒者の県内就職率が低い本県においては、産業人財

の確保が一層困難となりつつあり、本県産業の活力を維持する上でも大きな課題となっ

ている。この克服に向けて、事業の拡大や承継を担う人財の育成・確保を図り、競争力

や経営力を維持・強化することが必要。また、新たな事業や市場の開拓に挑戦する起業

人財の育成、生産性向上のためのマネジメント人財の育成も重要。 

このため、産学金労官の連携により、高校生・大学生等の県内就職の促進を図るとと

もに、国内外で活躍するグローバル人財、戦略的な技術開発・経営革新等を担うイノベ

ーション人財など、地元企業のニーズも踏まえながら、本県経済をけん引する中核的な

産業人財の育成・確保を図ることが重要。 

 

⑥ 多様な人材が活躍できる社会の実現 

少子高齢化による人口減少が進む中で、今後も地域の活力維持や経済活性化を図るた

めには、若者、女性、高齢者、障がい者、外国人など、あらゆる県民が互いを尊重し、

個性と能力を十分に発揮して活躍できる社会を実現することが必要。地域や企業、教育

などのあらゆる場面において、相互交流や理解促進を図ることで、地域課題の解決、ワ

ーク・ライフ・バランスの向上、多様な人材の集積や新たな事業・サービスの創出など

に結びつけていくことが重要。 
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◎人づくり関連指標 

 

・宮崎県の若者（29 歳以下）人口割合の推移【戦略目標】 

 
※（ ）の年は推計値 

（総務省「人口推計」、H17.22.27 は「国勢調査」） 

 
・合計特殊出生率の推移【戦略目標】 

※（ ）内は全国順位、Ｈ29 は速報値 

（厚生労働省「人口動態調査」） 

 

・将来の夢や目標を持ち職業や生き方を考えている中学３年生の割合の推移【戦略目標】 

 
（文部科学省「全国学力・学習状況調査」） 
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・小中学生の学力【戦略目標の一部】 ※Ａ：知識・技能などの基礎力、Ｂ：知識等を活用する力 

 
（文部科学省「全国学力・学習状況調査」） 

・県内事業所の高校新規卒業者の１年後及び３年後離職率（推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（宮崎労働局調べ） 
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・県内事業所の大学新規卒業者の１年後及び３年後離職率（推移） 

  （宮崎労働局調べ） 

・新規学卒者の県内就職率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高校卒業時の進路イメージ（文部科学省「学校基本調査」から） 

 

 平成２８年度卒業生 １０，３２９人 

  

  ○就 職：３，０３１人（本県全体の 29.3％）  

【県内 １，６９１人（55.8％）、県外 １，３４０人（44.2％）】 

 

  ○進 学：４，６４４人（本県全体の 45.0％） 

  （大学） ３，７９７人【うち県内 ９９０人、県外 ２，８７０人】 

  （短大等）  ６１０人【うち県内 ３４２人、県外   ２６８人】 

  （高校専攻科）２３７人 

                            ※その他は専修学校等へ 

（文部科学省「学校基本調査」・宮崎県調べ） 
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・有効求人倍率の推移（各年平均） ※季節調整値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・性別労働力率 推移（全国と宮崎県）※労働力率＝労働力人口÷15 歳以上人口×100  

（総務省「国勢調査」） 

・60 歳以上労働力率 推移（全国と宮崎県） 

（総務省「国勢調査」） 

１６ 



 

・年齢階級別の男性及び女性の労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総務省「国勢調査」） 
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（３）  くらしづくり 

 

①コミュニティやくらしを支える地域づくり 

地方における人口減少が加速する中、このままの状況が続けば、地域経済・コミュニ

ティ・文化の継承等のあらゆる面で支え手が失われ、地域の活力低下ばかりか維持・存

続自体が困難となることが懸念される。このため、ＵＩＪターンの更なる促進を図ると

ともに、中山間盛り上げ隊や地域おこし協力隊等の活動を通じた交流人口の増加、関係

人口の創出に向けた取組に、より一層力を入れる必要がある。 

また、生産年齢人口の減少は、各産業の担い手不足を招くとともに自治体の税収にも

悪影響を及ぼし、財政状況を一層厳しくする。特に小規模自治体においては、卸・小売

はもとより、医療・福祉やその他行政サービスなど、暮らしに必要な各種サービスの維

持や効率的な提供のあり方が大きな課題であり、中山間地域（集落）の維持・活性化の

視点からもますます重要となっている。 

このため、厳しい財政状況の中、市町村を越えた圏域連携やネットワーク化、小規模

自治体への県の補完・支援、暮らしを支える地域運営組織の基盤強化、シェアリングエ

コノミーを含む未利用資源の有効活用などに取り組むことが必要となってくる。 

 

②大規模災害等への対策 

東日本大震災や熊本地震、発生が予測されている南海トラフ巨大地震をはじめ、身近

なところでは活発化する霧島山の火山活動など、災害は常に起こりうるものと意識する

必要があり、日頃からの備えとして、防災・減災対策の推進に加え、公共インフラの適

切な整備・維持管理などの大規模災害に強い県土づくり、さらには支援を受け入れる側

の「受援」体制づくりに向けた取組の充実を図ることが重要である。 

また、家族や地域とのつながりを生かし、社会全体で助け合うことも重要であり、自

助・共助・公助が適切に連携し、災害が発生しても、社会機能への被害が致命的なもの

とならず最悪の事態に陥ることが避けられるような強さとしなやかさを備えた地域づく

りを目指していく必要がある。 

 

③地域資源やエネルギーの循環促進 

2012 年に開始した再生可能エネルギーの固定価格買取制度を契機に、太陽光発電等の

再生可能エネルギー発電設備が以前と比較して倍増し、その推進の原動力となっている。

また、水素など革新的なエネルギー高度利用技術の実用化に向けた研究・実証が進んで

いるところである。 

本県では、日照環境に恵まれて太陽光発電が伸びており、10kw 未満太陽光発電システ
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ムの世帯普及率は 7.7％（H28.11）で全国３位である。また、林業が盛んであり、未利

用木材を燃料とする木質バイオマス発電施設の整備が進み、林地残材等の流通が増加し

ている。このような地域資源を生かしたエネルギーの地産地消の展開により、地域外に

流出していたエネルギーの調達を地域内に還元することができれば、地域経済の活性化、

ひいては雇用や所得の確保にもつながることが期待される。 

 

④超高齢社会への対応と健康寿命の延伸 

本県では、全国より早く高齢化が進行し、平均寿命も延伸している。健康の維持・向

上に関するデータを活用した健康事業の取組や健康経営の普及促進などにより、いわゆ

る健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間）の延伸を

図り、社会保障関係費を抑制することが必要がある。さらには、人生 100 年時代が到来

しようとする中、高齢者が社会や地域で様々な役割を担う機会を増やすともに、文化活

動や生涯スポーツ等の促進、多世代交流にも努め、生涯健康で活躍し、満足度の高い人

生を送ることができる地域づくりを進める必要がある。 

 

⑤地域医療・介護の充実 

本県の医師数は増加傾向にあるものの、若手医師の減少と高齢化、顕著な地域偏在、

特定診療科の医師不足などといった課題がある。関係機関と一体となった取組を進めて

いるが、県民の医療体制全般への満足度は横ばいに推移しており、安全・安心なくらし

に不可欠な地域医療の更なる体制充実を望む声は多い。地域医療を担う医師は、地域で

育てるとの意識の下、引き続き臨床研修医の確保や総合診療医の育成、スタッフの労働

環境改善等の取組充実を図っていく必要がある。 

 また、超高齢社会を迎え、今後も介護需要は高止まりする。これらに対応するための

看護人材、（高齢者を含む）介護人材の育成・確保を図るとともに、医療・介護の更なる

連携推進や、地域社会も一体となった生活支援体制の強化等により、住み慣れた地域で

暮らし続けられる社会づくりがますます重要となっている。 

 

⑥低所得者支援の充実 

バブル崩壊後の長期の景気低迷等による所得環境の悪化や、高齢者世帯の増加等を背

景に、生活保護受給者数は増加傾向にある。生活困窮世帯では、特に子育てや教育の面

で支障が生じ、貧困の連鎖につながるおそれが高いことから、生活保護制度の適切な運

用など福祉分野での取組に加え、就労環境の整備や教育支援・生活支援などの総合的な

貧困対策に、地域や関係団体、行政が連携して取り組むことが重要である。 

1９ 



◎くらしづくり関連指標 

 

 ・「現在住んでいる地域にこれからも住み続けたい」と思う人の割合【戦略目標】 

    

（宮崎県「県民意識調査」） 
                         

・日降水量 100 ㎜以上の日数の長期変化傾向(単位：日/年、期間中の平均出現数) 

               （九州・山口県の気候変動監視レポート 2017 より） 
 

・新エネルギー総出力電力（単位：Ｋｗ） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（宮崎県環境森林課調べ） 
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・林地残材利用実績（単位：生 t） 

（宮崎県山村木材振興課調べ） 

 

・高齢者人口、高齢化率の推移（単位：万人、％） 

（総務省「国勢調査」、H29 は宮崎県統計調査課「年齢別人口構成表」H29.10.1 現在） 

 

・高齢化率の推移（全国との比較）（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（総務省「国勢調査」・「人口推計」） 
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・概算医療費の推移(単位：億円)          ・介護保険給付費の将来推計(単位：億円) 

       （厚生労働省「概算医療費データ」） （宮崎県長寿介護課「宮崎県高齢者保健福祉計画」） 

 

・平均寿命と健康寿命の推移（単位：歳） 

 （男性） 

 （女性） 
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（厚生労働省「健康日本 21（第２次）推進専門委員会資料」） 
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・県内医師数の推移（単位：人） 

                       （医師・歯科医師・薬剤師調査） 

  

・県内の年代別医師数及び構成比の推移 

                       （医師・歯科医師・薬剤師調査） 
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 ・訪問看護のサービスの実績及び「見込み量」（単位：回／年） 

（宮崎県長寿介護課「宮崎県高齢者保健福祉計画」） 

 

 ・生活保護受給者数（単位：人）  

（厚生労働省「被保護者調査」） 
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（４）  産業づくり 

 

①成長産業の育成 

景気が緩やかに回復するとともに、有効求人倍率の改善傾向が続き、フードビジネス

の進展や大型製造業を含む企業誘致、海外展開も見据えた東九州メディカルバレー構想

の取組、産学金労官が連携した企業支援の体制整備など、一定の成果が現れつつある。 

しかしながら、本県は、全国と比較して労働生産性が低く、所得水準は伸びているも

のの低位にとどまっており、引き続き、地域経済をけん引する成長産業の更なる育成が

必要である。 

また、本県経済の県際収支は移輸入が移輸出を上回る状況にあり、地域外から外貨を

稼ぐ中核的な企業の育成と小規模企業の活性化等により、地域内での経済循環を促進し、

自立性の高い産業構造の構築、良質な雇用の創出を図っていくことも重要である。 

さらに、労働力人口の減少や地域経済の縮小等への対応としては、先端技術の導入等

による就業者１人あたりの生産性向上、付加価値性の高い情報サービス産業の振興に加

え、地域資源を生かした研究開発・新商品開発や健康・医療など他の関連産業との融合

による新事業の創出等の視点も必要となる。 

 

 

②農林水産業の競争力強化 

現行の総合計画策定以来、口蹄疫や鳥インフルエンザ等からの復興・再生に取り組ん

できた結果、宮崎牛の全共における３回連続での内閣総理大臣賞の受賞、スギ素材生産

量２７年連続日本一など、着実な成果が現れてきている。また、こうした成果を生かす

攻めの展開として、農林水産物の輸出が拡大しつつある。 

しかしながら、農林漁家の高齢化による担い手の急速な減少、農林水産物の価格低迷

等に加え、ＴＰＰやＥＰＡなどの自由貿易化の進展による国際的な地域間競争等への対

応といった構造的・多面的な課題に直面していることから、従来の生産方法や役割等を

見直し、時代の変化に対応した生産体制への構造転換することが急務となっている。 

これらの複雑な課題に対応するため、担い手の育成・確保、マーケットインの発想に

立った産地づくりや輸出拡大、他産業との連携による新たなビジネスモデルの創出、生

産基盤の整備や高付加価値化等に加え、農林地や施設の集約化、担い手の減少に対応し

た経営システム構築やＩＣＴ技術の利活用といった新たな取組の検討及び導入等に取り

組み、産地構造の改革を進め、更なる成長産業化を図っていくことが必要である。 
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③交通・物流ネットワークの構築 

東九州自動車道の宮崎～北九州間が開通したほか、県内各港湾の整備促進による利便

性向上など、本県を取り巻く交通・物流インフラの整備が着実に進展している。これら

のストック効果を最大限に生かしながら、県内産業発展を支える交通・物流ネットワー

クの更なる構築が必要である。 

また、併せて、特に本県農産物の物流面における生命線であるフェリー路線の維持に

向けた取組や、航空路線の充実による交流拡大なども進めていく必要がある。 

 

④観光交流の推進 

観光客数や観光消費額は、熊本地震等の影響からの回復傾向はみられるものの、以前

の水準には戻っておらず、訪日外国人旅行者の伸びについても、全国や他の九州各県と

比較して鈍い状況にある。国内市場の成熟化に伴うモノからコト体験への需要の変化、

外国人の個人旅行志向の高まり等、観光を取り巻くニーズの変化に的確に対応し、国内

観光客はもとより、２０２０年に向けて急増するインバウンド需要をしっかりと本県内

にも波及させていく必要がある。 

このため、豊かな自然や食、文化、恵まれたスポーツ環境などといった本県ならでは

の観光資源を生かしたコンテンツの造成、効果的な情報発信等の取組とともに、観光地

の多言語化対応やバリアフリー化など、市町村と連携した受入環境の整備充実を図る必

要がある。 

また、この過程においては、県民自身が本県の有する文化・スポーツ等の資源の価値

を知り、理解を深め、自ら発信していくという視点も重要である。 
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◎産業づくり関連指標 

 

・就業者１人あたり農・水産業及び食料品の生産額の推移（万円）【戦略目標】 

 

・輸出額の推移（億円）【戦略目標】 

 

・県内総生産（億円(左軸)）、一人当たり県民所得（万円(右軸)） 

 

  

1,400 

1,507 1,546 1,567 1,500 
1,630 

1,250
1,300
1,350
1,400
1,450
1,500
1,550
1,600
1,650

H25
策定時
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（目標）

H42
（目標）

＋4.8% 

＋16.4% 

＋7.6 

＋10.4% 
＋11.9% 

＋7.1% 

27 
（宮崎県統計調査課「平成 27 年度県民経済計算」） 

（宮崎県統計調査課「平成 27 年度県民経済計算」・経済産業省「工業統計」） 

＋13.3% 
＋21.5% ＋20.0% 

（宮崎県オールみやざき営業課「貿易企業実態調査」） 



・産業別県内総生産（名目）構成比の推移と特化係数 

 

 

・県際収支の推移（億円）【戦略目標】 

 

 

  

（宮崎県統計調査課「平成 27 年度県民経済計算」） 

（宮崎県統計調査課「平成 27 年度県民経済計算」） 
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・宮崎空港路線利用者数（単位：万人） 

 

・観光入込客数（単位：万人）【戦略目標】 

 

・観光消費額（単位：億円）【戦略目標】 
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H25
（策定時）

H27 H28 H29

1,518 

1,597 

1,533 1,532 

19 21 21

29

10

15

20

25

30

35

40

45

50

1,300

1,350

1,400

1,450

1,500

1,550

1,600

1,650

H25
（策定時）

H27 H28 H29
（概算値）

観光入込客数

訪日外国人

観光入込客数

1,545 
1,579 

1,338 

1,547 

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

H25
（策定時）

H27 H28 H29
（概算値）

29 

（宮崎県総合交通課調べ） 

（宮崎県観光推進課「宮崎県観光入込客数統計調査」） 

（宮崎県観光推進課「宮崎県観光入込客数統計調査」） 


